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「内部統制システム基本方針」の改訂について 

 

 当社は、別紙のとおり「内部統制システム基本方針」を改訂いたしましたので、お知ら

せいたします（改訂箇所は下線部）。 

以 上 

 

  



別紙 

 

内部統制システム基本方針 

 

 

１．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制並びに損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、コンプライアンス及びリスク管理を統括する組織として「ＣＳＲ委員会」

を設置する。 

コンプライアンスの推進については、「倫理方針」「倫理規程」に基づき、取締役

及び使用人がコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務執行にあたるよう研

修等を通じて指導する。また、「内部通報制度規程」に基づき、取締役及び使用人が

社内の不正行為、違法行為及び犯罪的行為等を通報し、会社はそれに対し適切な対

応をとる。その際会社は、通報内容を守秘し、通報者に対して不利益な扱いを行わ

ない。加えて、「反社会的勢力排除対応規程」に定めた方針に従い、反社会的勢力と

一切の関係を持たず、反社会的勢力による不当要求に応じない。 

 

リスク管理の推進については、「リスク管理方針」「リスク管理規程」に基づき、

各部門が有するリスクの把握、分析、評価を行い、適切な対策を実施する。 

当社グループは、不測の事態を想定した「緊急事態対応手順」を定め、不測の事

態が発生した場合には、同要領に基づき、当社社長を本部長とする対策本部及び状

況に応じた下部組織を設置し、迅速な対応を行い、損害を極小化する体制を構築・

運用する。 

 

２．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制 

当社は、重要な決定事項について原則として毎月１回開催する定時取締役会にお

いて決定するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催することにより迅速な決定を

行う。 

業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画を立案し、各年度

予算・全社目標を設定する。各部門においては、その目標に向け具体策を立案し、

実行する。 

当社取締役会の決定に基づく業務執行のうち部門及び当社グループを横断する重

要な業務執行については、執行役員によって構成される執行役員会にて審議を行い、

その審議を経て執行する。 

 

 



３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、法令及び社内規程に基づき、「株主総会議事録」「取締役会議事録」等の

取締役の職務の執行に係る文書等の保存及び管理を行う。 

また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役は、

必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとする。 

 

４．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制及び

当社子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

当社グループの経営管理については、「関係会社管理規程」に基づき、適切な経営

管理を行う。 

当社グループにおける業務の適正を確保するため、「倫理方針」、「行動規範」を当

社グループ全体に適用し、これを基礎として、当社グループ各社が諸規程を制定・

改訂する。 

監査室は、「総合内部監査規程」に基づき当社グループの業務監査を行い、その結

果を適宜、代表取締役社長に報告する。 

 

５．当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する体制、当該使用人

の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び当該使用

人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人（以下「監査等委員会補助者」

という。）の任命、解任、人事異動、評価等は、監査等委員会の同意のうえ決定する

こととし、監査等委員会補助者の、取締役（監査等委員である取締役を除く。）から

の独立性を確保する。 

  

６．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締

役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告する

ための体制並びにその他の監査等委員会への報告に関する体制 

当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等

委員が出席する取締役会等の業務執行又は業績に関する会議において、業務又は業

績に影響を与える重要な事項を報告する。 

前記にかかわらず、監査等委員会が選定した監査等委員は、いつでも必要に応じ

て、当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に対して

報告を求めることができる。 

監査室は、総合内部監査規程に基づき内部監査計画を立て、内部監査の結果を監

査等委員会に定期的に報告する。 

「内部通報規程」に基づき、内部通報システムの適切な運用を維持することによ

り、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査等委員会への適切な

報告体制を確保する。 



７．当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制 

当社は、監査等委員会へ報告を行った当社グループの役員及び従業員に対し、当

該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グ

ループの役員及び従業員に周知徹底する。 

 

８．当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。以

下この項において同じ。）について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項及び監

査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法 399 条の２

第４項に基づく費用の前払等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当

該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明

した場合を除き、すみやかに当該費用又は債務を処理する。 

監査等委員会が独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査等委員のため

の顧問とすることを求めた場合、当社は、当該監査等委員の職務の執行に必要でな

いことを証明した場合を除き、その費用を負担する。 

監査等委員会は、当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び

使用人の職務の執行状況を監査等委員会の定める監査方針及び分担にしたがって監

査するとともに、会計監査人及び監査室と情報交換を密にし、連携して監査が実効

的に行われることを確保する。 

監査等委員会は、取締役及び使用人の監査等委員会の監査に対する理解を深め、

監査業務の環境を整備するように努めるとともに、取締役（監査等委員である取締

役を除く。）との定期的な意見交換を実施し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務

の遂行を図る。また、監査等委員会は、主要な稟議書等の重要な文書を閲覧し、必

要に応じて取締役及び使用人にその説明を求めることとする。 

なお、監査等委員会は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受け

るとともに、情報の交換を行うなど連携を図っていく。 

 

 

制定 ２００６年５月１５日 

改訂 ２００８年５月１４日 

改訂 ２０１４年６月１０日 

改訂 ２０１５年８月２６日 

 

 


